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●株主メモ
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
定時株主総会の基準日
剰余金の配当の基準日

株 主 名 簿 管 理 人
郵 便 物 送 付 先

（ 電 話 照 会 先 ）
取 次 窓 口
公 告 方 法

毎年4月1日から翌年の3月31日まで
毎年6月
毎年3月31日
期末配当　毎年3月31日
中間配当　毎年9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　三井住友信託銀行株式会社
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話  0120-782-031（フリーダイヤル）
三井住友信託銀行株式会社　全国各支店
電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載します。
公告掲載URL

（http://www.sanken-ele.co.jp/koukoku/index.htm）

●ホームページのご紹介

アクセスはこちら　▶▶▶　http://www.sanken-ele .co.jp/

企業情報や財務情報など、さまざまな情報を掲載しております。

●住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
　　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　　�なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である 

三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
●未払配当金の支払いについて
　　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
●中間配当決議通知はがきの郵送廃止について
　　�中間配当に関する取締役会決議のお知らせにつきましては、昨年まで「中間配当についてのお知らせ」と題した郵便はがきを

お送りしてまいりましたが、本年より、同はがきの郵送を廃止させていただくことにいたしました。今後は、同はがきに代えて、
当社ホームページにてご案内させていただきますので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。

　詳細につきましては、当社ホームページ（http://www.sanken-ele.co.jp/）をご確認ください。



　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上
げます。当社グループ第96期の中間報告書（第2四半期連結累計期間
平成24年4月1日から平成24年9月30日まで）をお届けするにあたり、
一言ご挨拶を申し上げます。

　当第2四半期連結累計期間におけるエレクトロニクス
業界は、欧州において債務危機問題に起因する需要低
迷が続き、中国をはじめとする新興国においても経済
成長のペースが鈍化するなど、厳しい状況で推移しま
した。こうした中、当社グループでは、景気に大きく
左右されない「エコ・省エネ」領域での営業展開を加
速すべく、自動車・白物家電・産業機器といった省エ
ネ技術が強く要求される市場へのシフトを進め、その
ために必要とされる半導体前工程の微細化・8インチ化、
白物家電向け製品の生産能力増強、並びに中国子会社
での半導体製造ライン稼働など、攻めの構造改革を進
めてまいりました。当第2四半期連結累計期間の業績に
つきましては、TV向け製品の需要減退を、省エネ新市
場向け製品の伸びで補完できず、また、円高による売
上の目減りも加わり、売上高は623億76百万円と、前
年同期に比べ37億62百万円（5.7％）減少しました。
一方、利益面では、工場再編や不採算製品の終息、徹

底した固定費抑制といった利益構造改革に努めた結果、
営業利益が18億94百万円（前年同期比5億93百万円

（45.6％）増加）、経常利益が11億90百万円（前年同
期比8億20百万円（222.1％）増加）となり、四半期
純利益につきましても3億74百万円（前年同期　四半
期純損失12億61百万円）を計上いたしました。業界を
取り巻く環境が悪化する中、リーマンショック以降、
数年に亘り取り組んできた諸施策が奏功し、利益を確
保することができました。これらを踏まえ、中間配当
につきましては、1株当たり3円とさせていただきたく
存じます。

　今後の世界経済には、欧州債務危機の影響拡大、米
国での雇用環境・住宅市場の改善遅れ、中国における
需要の伸び悩みといったリスクが存在しており、回復
に向けた動きが弱まることが懸念されます。また日本
国内では、こうした世界経済の厳しさに加え、円高の

継続や電気料金の値上げなどが企業収益を更に圧迫す
ることが想定されます。市況の面では、自動車向け製
品の好調維持、中国での白物家電向け製品の需要拡大
などを見込んでおりますが、今後、世界経済が減速感
を増した場合、消費需要に悪影響を及ぼす可能性もあり、
予断を許さない状況が続くものと考えております。こ
うした状況並びに当第2四半期連結累計期間の業績結果
等を踏まえ、通期の連結業績につきましては、売上高
1,310億円、営業利益60億円、経常利益45億円、当期
純利益は25億円と予想しております。
　引き続き当社グループでは、自動車、白物家電、

LED照明、産業機器など「エコ・省エネ」が強く要求
される市場での積極展開とシェアの向上に努め、また、
太陽光発電や蓄電システムといった「グリーンエネル
ギービジネス」の拡大にも努めてまいります。併せて、
生産拠点の整備・増強など、製品競争力強化のための
構造改革に注力し、グループ成長戦略の実現に向け邁
進してまいる所存です。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援を賜
りますようお願い申し上げます。

平成24年12月
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株主の皆様へ
Message from the President

連結財務ハイライト Financial Highlights

代表取締役社長

飯 島  貞 利

当第2四半期の概況

通期の見通し
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62,376
百万円

第96期（第2Q） 
連結売上高

CCFL事業

1.0％

半導体
デバイス事業

75.8％

PM事業

13.4％

PS事業

9.8％

　PS事業では、電力・通信設備向け製品が概ね計画線上で推移しま
した。一方、官公庁市場では、復興需要の取り込みを計画したもの
の、当事業に関連する領域での具体的な動きはこれからとなるもの
も多く、実績につなげることができませんでした。また、その他民
需市場におきましても拡販に注力してまいりましたが、民間設備投
資の動きが弱く、売上が伸び悩みました。これらの結果、当事業の売上高は前年同期比9億51
百万円減の61億13百万円となりました。

売上高 47,311 百万円（前年同期比 2.0％減）

売上高 8,330 百万円（前年同期比 14.9％減）

売上高 6,113 百万円（前年同期比 13.5％減）

売上高 621 百万円（前年同期比 39.9％減）

　半導体デバイス事業では、引き続き自動車の電装化が進展したこ
とに加え、災害リスク対応として自動車メーカー各社が部品在庫の
積み増しを行ったこともあり、自動車向け製品が好調な推移を続け
ました。一方、白物家電向け製品では、売上は概ね前年同期水準を
維持しましたが、欧州景気悪化の影響が広範囲に及んだほか、中国では省エネタイプ・エアコ
ン向け製品の需要拡大が遅れ、計画対比では未達に終わりました。また、TV向け製品では、前
期から続く需要低迷により厳しい展開となりました。これらの結果、当事業の売上高は前年同
期比9億42百万円減の473億11百万円となりました。

　PM事業では、多機能プリンターなどのOA向け製品並びに海外市
場でのオーディオ向け製品が好調に推移しましたが、TV向け製品が
前期に引き続き低調に推移した結果、売上高は前年同期比14億55百
万円減の83億30百万円となりました。

　CCFL事業では、TV向け製品の需要低迷が続く中、照明器具や表示パネルといった新領域での
販売に努めてまいりましたが、売上高は前年同期比4億12百万円減の6億21百万円となりました。

半導体デバイス事業

Topics

PM事業

PS事業

CCFL事業

セミカスタム電源

事業別の概況
Operating Results by Segments

電装品用IC

　デジタル放送時代の新しい電波塔として、
平成24年5月に開業した東京スカイツリーに
は、当社製品が多数採用されています。
　今回の特集では、東京スカイツリーを支え
る当社PS製品をご紹介いたします。

　150メートル以上の高層構築物（高層ビルを除く）で
は、航空機の衝突回避のため高光度航空障害灯の設置
が義務付けられています。当社の高光度航空障害灯

「FX–7–200K」は、夜間はもちろん昼間や薄明も機能す
る全日型の航空障害標識で、空の安全に欠かせない役
割を担っています。東京スカ
イツリーには、最高部の約
630メートルの位置を始め
7段に4灯ずつ、合計28灯が
設置されています。

　地上波デジタル放送送信機向け大型UPS
「SDU–N 50KVA」は、タワーの第一展望台
の電気室内に6台設置されています。デジタ
ル化によりますます重要度が増している放送
電波を安定的に送信できるよう、送信機を強
力にバックアップしています。

　商業施設の情報ネットワーク向け小型UPSにも、当社
製品が採用されています。タワー及び周辺施設に、120
台の「SMU」シリーズが設置されています。当社が得意
とするパワーマルチプロセッシング方式を採用。無瞬
断・高効率・高品位を同時に実現し、一瞬の停止も許さ
れないサーバーの安定稼
働に貢献しています。

TOKYO SKY TREE®を支えるPS商品

◦高光度航空障害灯

◦大容量UPS（無停電電源装置）

◦小容量UPS（無停電電源装置）整流器ユニット
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四半期連結貸借対照表（要旨）	 （単位：百万円）

科　目 第95期末
（平成24年3月31日）

第96期第2四半期末
（平成24年9月30日）

資産の部

　流動資産 84,280 82,749

　固定資産 51,849 50,706

　　有形固定資産 47,301 46,465

　　無形固定資産 922 943

　　投資その他の資産 3,624 3,297

資産合計 136,130 133,455

負債の部

　流動負債 65,930 80,348

　固定負債 36,906 21,595

負債合計 102,837 101,944

純資産の部

　株主資本 42,497 42,506

　　資本金 20,896 20,896

　　資本剰余金 18,302 17,938

　　利益剰余金 7,220 7,594

　　自己株式 △3,922 △3,923

　その他の包括利益累計額 △9,469 △11,251

　　その他有価証券評価差額金 15 △290

　　為替換算調整勘定 △9,485 △10,960

　少数株主持分 265 256

純資産合計 33,293 31,511

負債・純資産合計 136,130 133,455

四半期連結損益計算書（要旨）	 （単位：百万円）

科　目
第95期第2四半期
自 平成23年4月 1 日（至 平成23年9月30日）

第96期第2四半期
自 平成24年4月 1 日（至 平成24年9月30日）

売上高 66,138 62,376

売上原価 52,855 48,995

販売費及び一般管理費 11,981 11,486

営業利益 1,300 1,894

営業外収益 227 243

営業外費用 1,158 947

経常利益 369 1,190

特別利益 1 207

特別損失 376 108

税金等調整前四半期純利益又は純損失（△） △6 1,288

法人税等 1,250 927

少数株主損益調整前四半期純利益又は純損失（△） △1,256 361

少数株主利益又は損失（△） 5 △12

四半期純利益又は純損失（△） △1,261 374

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）	 （単位：百万円）

科　目
第95期第2四半期
自 平成23年4月 1 日（至 平成23年9月30日）

第96期第2四半期
自 平成24年4月 1 日（至 平成24年9月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,101 1,726

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,579 △2,540

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,340 982

現金及び現金同等物に係る換算差額 △295 △163

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,115 5

現金及び現金同等物の期首残高 12,756 9,822

連 結 子 会 社 の 決 算 期 変 更 に 伴 う
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △225 —

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,416 9,828

財務諸表
Financial Data

株主名 持株数 出資比率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,666千株 7.70%
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7,864千株 6.26%
株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 6,011千株 4.79%
ジ ュ ニ パ ー 3,045千株 2.42%
インターナショナル レクティファイアー コーポレーション 2,500千株 1.99%
ノムラ アセット マネージメント ユーケー リミテッド  
サブ  アカウント  エバーグリーン  ノミニーズ  リミテッド 2,294千株 1.82%
BARCLAYS CAPITAL SECURITIES LIMITED A/C CAYMAN CLIENTS 2,082千株 1.65%
シ ー ダ ー 1,796千株 1.43%
株 式 会 社 八 十 二 銀 行 1,556千株 1.24%
日 本 興 亜 損 害 保 険 株 式 会 社 1,443千株 1.15%

（注）当社は自己株式を4,166千株所有しておりますが、上記の大株主からは除外して
おります。

商 号

本 社
設 立 年 月 日
資 本 金
グループ従業員数
主 要 取 扱 商 品

サンケン電気株式会社
（Sanken Electric Co., Ltd.）
埼玉県新座市北野三丁目6番3号
昭和21年9月5日
20,896,789,680円
10,969名

〈半導体デバイス〉パワーIC、コントロールIC、ホール
IC、バイポーラトランジスタ、MOSFET、IGBT、サイリ
スタ、整流ダイオード、発光ダイオード（LED）

〈CCFL〉冷陰極蛍光放電管（CCFL）
〈PM〉スイッチング電源、トランス
〈PS〉無停電電源装置（UPS）、インバータ、直流電源装
置、高光度航空障害灯システム、各種電源装置・機器

会社の概要 役　員

川越工場、東京事務所、大阪支店、
営業所（札幌／仙台／名古屋／金沢／広島／九州）

事業所

石川サンケン株式会社／山形サンケン株式会社／鹿島サンケン株式会社／福
島サンケン株式会社／サンケンオプトプロダクツ株式会社／大連三墾電気有
限公司／アレグロ マイクロシステムズ インク／ポーラー セミコンダクター 
インク／サンケン パワー システムズ（ユーケー）リミテッド／ピーティー 
サンケン インドネシア／韓国サンケン株式会社／三墾力達電気（江陰）有限
公司

主なグループ企業

株式の状況
● 大株主

個人
35.74％

金融機関
35.41％

外国人
18.32％

その他
10.53％

● 所有者別分布状況

会社概要／株式の状況
Company Data/Stock Information

（平成24年9月30日現在）

取締役及び監査役
代 表 取 締 役 社 長 飯 　 島 　 貞 　 利
取 締 役 和 　 田 　 　 　 節
取 締 役 星 　 野 　 雅 　 夫
取 締 役 太 　 田 　 　 　 明
取 締 役 鈴 　 木 　 和 　 則
取 締 役 デニス H.フィッツジェラルド
常 任 監 査 役 沖 　 野 　 達 　 夫
監 査 役 加 賀 谷 　 秀 　 樹
社外監査役（非常勤） 石 　 橋 　 　 　 博
社外監査役（非常勤） 和 　 田 　 幹 　 彦

執行役員
専 務 執 行 役 員 和 　 田 　 　 　 節
常 務 執 行 役 員 星 　 野 　 雅 　 夫
常 務 執 行 役 員 太 　 田 　 　 　 明
上 級 執 行 役 員 工 　 藤 　 欣 　 二
上 級 執 行 役 員 植 　 木 　 充 　 夫
上 級 執 行 役 員 鈴 　 木 　 善 　 博
上 級 執 行 役 員 志 　 村 　 厚 　 一
上 級 執 行 役 員 鈴 　 木 　 和 　 則
執 行 役 員 佐 々 木 　 正 　 宏
執 行 役 員 鈴 　 木 　 庸 　 弘
執 行 役 員 谷 　 山 　 之 　 康
執 行 役 員 村 　 上 　 　 　 清
執 行 役 員 伊 　 藤 　 　 　 茂
執 行 役 員 大 　 内 　 博 　 之
執 行 役 員 曹 路 地 　 　 　 剛
執 行 役 員 折 　 戸 　 清 　 規

発行可能株式総数 257,000,000株
発行済株式の総数 125,490,302株
株主数 16,699名
単元株式数 1,000株
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